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東日本大震災以降、栃木県では自然災害が複数発生しており、防災に関する意識啓発やリーダー養成も活
発になってきている。筆者らは宇都宮大学で2016年から2度にわたって「栃木で考える防災と災害復興」と
題した一般市民対象の公開講座を行った。受講者の意識と行動の変容に着目し、災害時には自分の命を守る
ための行動や身近で暮らす人の生活を支えるための行動を実践できる人材の育成を目指した。人材育成の目
的は達成できたものの、地域での防災力定着のためには継続して取り組んでいくことが必要であることがわ
かった。

キーワード：防災・減災教育、公開講座、避難所、ボランティア、まちづくり

1．はじめに
栃木県の特徴の一つとして「自然災害が少ない」
ことが挙げられるが[1]、近年、決して小さくはない
自然災害が複数発生している。2011年3月11日に
発災した東日本大震災は、栃木県で最大震度6強を
記録し、死者4名をはじめとする甚大な被害をもた
らした。これ以降、2012年5月6日には竜巻の発生
により県東地域において負傷者や住家の全壊・半壊
が見られ、2015年9月の関東・東北豪雨では県内だ

けでも死者3名、負傷者6名、住家等の被害は全壊
24軒、半壊967軒に及んだ。
頻発する災害に呼応するように、県内でも防災に
関する取組が官民を問わず多数行われるようになっ
てきている。その一例として、県ととちぎ男女共同
参画財団では、東日本大震災による津波被害や原子
力発電所事故の避難者受入をはじめとするそれまで
の災害対応の実践をベースに、『男女共同参画の視
点で取り組む防災ハンドブック』を2013年1月に発
行した。下野新聞社では、県と共催で「とちぎ防災・
減災プロジェクト」を2016年から展開し、広く防
災意識を啓発するためのシンポジウムや地域や職
場、学校などといった場所で防災・減災のリーダー
となる人材を育成する連続講座を行っている。
防災に関する国民の意識について、『平成26年度
版防災白書』では次のように言及されている[2]。
国民の意識も変化しており、平成25年11 ～ 12月
に内閣府が実施した「防災に関する世論調査」で
は、国民が重点を置くべきだと考えている防災政
策に関する質問で、「公助に重点を置くべき」とい
う回答が8.3％と大幅に減少し（平成14年比16.6ポ
イント減）、「公助、共助、自助のバランスが取れ
た対応をすべき」という回答が56.3％と大幅に増
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加した（同18.9ポイント増）。これは、東日本大震
災での経験を踏まえてのことであると思われる。
ここにあるような自助・共助の充実に資するよう

な防災・減災の意識啓発が求められているといえよ
う。このような問題意識から、筆者らは宇都宮大学
地域連携教育研究センターの公開講座の一つとして
2016年から「栃木で考える防災と災害復興」を市
民対象の防災・減災教育の実践として行ってきた。
本稿はその詳細を報告し、その成果と地域における
防災力を高めるための人材育成の意義について検討
するものである。

2．公開講座の概要
（1）講座開設の経緯
2015年に発災した関東・東北豪雨の際、宇都宮

大学学生が鹿沼市社会福祉協議会（以下、鹿社協と
する）が設置した鹿沼市災害ボランティアセンター
で約2か月にわたり、継続してボランティア活動を
行った。その際、土崎・長谷川・石井は同センター
との調整や学生たちの送出しの役割を担い、柴田は
鹿社協職員として学生とともに復興活動にあたっ
た。その後の振り返りの中から、防災・減災教育を
専門とする近藤を加え、関東・東北豪雨における地
域住民主体の復興支援をテーマとする研究チームを
土崎・長谷川・石井とで結成した。その研究の成果
を地域に還元し、住民主体の防災・減災の取り組み
につなげることを目的として、今回報告する講座の
実践を行うこととした。

（2）内容の設計と受講者募集のプロセス
2016年の実践を行うにあたり、本チームでは研

究成果を広く周知していくために、その手法の一つ
として一般市民向けの公開講座を行うこととした。
今回の研究で取り扱う内容を一部の研究者や専門職
のコミュニティの中で矮小化せずに、むしろこうし
たテーマに関心を持ち、災害時に自身と他者の命を
守るための行動ができる地域住民を増やしていくこ
とが効果的であると考えたからである。また、公開
講座という手法については、筆者らが過去に類似の
実践をし、本学の地域貢献活動として取り組みやす
いスキームになっていたことが背景にある。
内容は筆者らがそれぞれの専門性を生かして講師
を務めるオムニバス方式の全5回の構成とすること
にし、災害ボランティアに関して柴田が講師として

参加した。開講時期については、台風による水害等
の災害が比較的少ない6月とし、すでに地域のリー
ダーとして活躍しているシニア層の参加を期待し、
平日（毎週金曜日）の13時30分から15時30分まで
で設定した。定員は他の公開講座の状況や教室の収
容人数等を考慮し、20名とした。
本学の公開講座は、1講座が1回2時間、全体の回
数が5・10・15回、受講料は回数に応じてそれぞれ5,000・
10,000・15,000円が基本的なフレームとなっている。
なお、いずれも最少開講人数は6名である。受講料
は前述した基本フレームに基づき、5,000円とした。
受講者募集については、本学の公開講座として開
講している他の講座と同様に、県内の社会教育施設
や前年の受講者を中心に約900箇所、年度当初に配
布される「開催案内」の冊子がその中心的役割を果
たした（図1）。また、本講座オリジナルの受講者
募集チラシ（表面：本講座のプログラム、裏面：申
込用紙）を作成し、「開催案内」が送付されていな
い社会福祉協議会やNPO支援センター等に掲示や
周知協力を依頼し、より多くの地域住民に情報が伝
達できるよう努めた。

 

 

 

図1　�「平成28年度宇都宮大学公開講座受講案内」
に掲載された本講座の内容
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（3）2016年の実践内容
図1のように「開催案内」で示した当初予定から

プログラムの順番を多少変更して実施した。その内
容は表1の通りである。
受講者は8名であり、全体の3分の2以上の回に
出席した修了者は7名であった。受講者と修了者の
属性については表2の通りである。

表1　2016年の実践におけるプログラム
回 開催日 テーマ 担当者

1 6月3日
地域防災・減災を考える
*	「目黒巻」[3]作成のワー
クショップ

近　藤

2 6月10日 災害復興と被災者支援
*簡易間仕切りの設営実習 長谷川

3 6月17日 災害に強いまちづくり 石　井

4 6月24日

私たち市民にできることは
何かを考える
*避難所運営ゲーム
	（HUG）[4]の体験

長谷川
石　井
近　藤
土　崎

5 7月1日 災害復興とボランティア 柴　田
土　崎

表2　2016年の実践における受講者/修了者の属性
受講者 修了者

総数 8名 7名

男女別 女性1名
男性7名

女性1名
男性6名

年代別

50歳代1名
60歳代3名
70歳代3名
不明1名

50歳代0名
60歳代3名
70歳代3名
不明1名

避難所運営ゲーム（HUG）を行った第4回では、
受講生以外に本学学生4名や県庁で社会貢献活動推
進施策を所管している県民生活部県民文化課の職員
をオブザーバーとして受け入れ、避難所における年
齢や性別の多様性を疑似体験できるよう努めた。
本講座では、全5回を通して災害時だけでなく平
常時にも活躍できるリーダー層の育成を目指し、災
害を切り口としつつも防災に対する取組は平常時の
まちづくりと連続性を持っていることを強調し、そ
の活動の場として避難所運営や災害ボランティアを
取り上げて紹介する内容とした。また、座学での情
報伝達にとどめず、避難所で活用できる段ボールの
簡易間仕切りの設営実習を体育館で行ったり、前述
したHUGを行ったりするなどいわゆる「アクティ

ブ・ラーニング」の要素を取り入れた。

 

 

 
 

図2　講座の様子（1） 

 

 

 

図3　各講義で使用したスライド資料（一部抜粋）（1）
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（4）2016年の実践の振り返り
初めて取り組んだ2016年の実践について振り返

りを行い、翌年も同様の実践を行うことを確認し、
次の3点の改善をすることとした。

①　対象者の設定とそれに基づく内容の再設計
前述の通り、全5回を通して災害時だけでなく平
常時にも活躍できるリーダー層の育成を目指したプ
ログラムとし、災害時に自身と他者の命を守るため
の行動ができる地域住民を増やしていくことを目指
して本講座を実施したが、その目的が達成できたか
は受講者数が少なく評価が難しい。すでに災害やそ
の復興に対して強い思い入れを持ち、そうした際に
自ら主体的に行動する意志のある地域住民がいるこ
とがわかった一方で、圧倒的多数に対しては主体性
を育むための丁寧な働きかけを要することがわかっ
た。そこで翌年は、災害に対して興味を持つ地域住
民を増やすための、いわばすそ野を広げるための方
策を展開すると共に、扱う内容もリーダー養成のよ
うなものではなく、「災害時に自分の身をどのよう
に守るか」に主眼を置いたもので構成することとし
た。

②　受講料の設定
受講生からの直接の意見はなかったものの、5,000
円という受講料の価格設定に対して、高価であると
いう印象を持った人が多いのではないかという振り
返りがなされた。前述の通り、特に東日本大震災以
降、地域住民の防災意識の高まりから、公的機関等
による本講座と類似したテーマ設定の無料の市民向
け講座も散見され、それらと比較すると高価である
と言わざるを得ない。すそ野を広げるための方策の
一環として、翌年は無料講座として実施することと
し、受講料が安価であれば受講者は増加するという
仮説を検証してみることとした。

③　講義時間の見直し
毎回2時間の講義を展開していく中で、受講者か
ら「途中で休憩を取ってほしい」という意見が複数
聞かれた。本学の教員は普段、90分単位で講義を
行うことに慣れており、2時間という枠組みにおい
ては普段の講義と同じ感覚で間に休憩を取らずに進
行していた。そこで、翌年は総時間数10時間とい
う基本的なフレームに準拠しつつ、1回2時間30分

構成の全4回構成とし、各回で休憩を挟みながら可
能な限り快適に、集中力を持続させて受講できるよ
う環境づくりにも翌年は注力することとした。

（5）2017年の実践内容
前述の改善を踏まえてプログラムを設計し直し、
2017年は表3の内容で実施した。
定員20名の約2倍となる41名の申込があり、年
代やジェンダーバランス、講義室の収容人数を勘案
して抽選を行い、30名の受講者を受入れることと
した。受講者と修了者の属性については表4の通り
である。

表3　2017年の実践におけるプログラム
回 開催日 テーマ 担当者

1 6月2日
オリエンテーション、避難
所運営ゲーム（HUG）の
体験

長谷川

2 6月9日 簡易間仕切りの設営実習
講義：避難所生活・運営

長谷川
土　崎
柴　田

3 6月16日

講義：地域防災・減災を考え
る、災害に強いまちづくり
ワークショップ：「目黒
巻」作成

石　井
近　藤

4 6月23日
講義：災害復興と被災者支援
ワークショップ：まとめと
振り返りの対話

長谷川
土　崎

表4　2017年の実践における受講者/修了者相当（参考）の属性
受講者 参考：修了者相当

総数 30名 21名

男女別
女性9名
男性21名

女性6名
男性15名

年代別

30歳代1名
40歳代2名
50歳代3名
60歳代14名
70歳代10名

30歳代1名
40歳代1名
50歳代3名
60歳代8名
70歳代8名

注：受講者30名のうち、すべて欠席した者が3名いた。
修了者とは2/3以上出席した者（ただし無料講座の場
合修了証は発行されないため参考とした）。

前年と同様、「アクティブ・ラーニング」の要素
を意識的に取り入れ、HUGの体験や簡易間仕切り
の設営実習、「目黒巻」作成のワークショップを引
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き続き取り入れた。さらに、受講者同士で対話を行
う時間を前年よりも多く取り入れることで、講師か
ら提供された知識を十分に咀嚼し、学びあいや情報
交換により理解を深めていくことを目指した。特に、
最終回はまとめと振り返りのための対話を中心に進
行した。

 

 

 

図4　講座の様子（2）
 

  

 

図5　各講義で使用したスライド資料（一部抜粋）（2）

（6）2017年の実践の振り返り
①～③の改善をした結果について、簡単に振り返
ると、①と②について、因果関係を完全に立証する
ことはできなかったものの、事実として受講料を有
料とした2016年の実践に比べ、無料とした2017年の
実践のほうが受講者数は多くなった。申込者数に至っ
ては約5倍の増加（8名→41名）であった。価格の
変更が受講者の増加に優位に働いたものと推察され
る。内容についても、前年に比べてやや平易な内容
とし、前述した体験・実習や対話の分量を増加させた。
第4回のワークショップにおいて、「全4回の講義の
中で最も印象に残ったこと」を問うたところ、ワー
クシートの提出があった20名のうち7名が簡易間仕
切りの設営実習について言及しており、避難所生活
におけるプライバシーの欠如や居住スペースの狭さ
を体感的に学んでもらえたものと推察される。
③について、今回の受講者から講義時間に関する
フィードバックは特に見られなかった。第2回は前
年2回（1回2時間）にわたって実施した内容を1回
（2時間30分）に凝縮したわけだが、それに関する
受講者からの不満も見られなかった。

3．地域住民の主体性を育む防災教育の検討
最後に、2回の公開講座の実践の振り返りを通し
て、住民が地域の防災力を高めるための取組を主体
的に実践していくプロセスを2軸で検討したい。
第1軸として、意識変容のグラデーションを置い
てみる。実践「できる」ためのプロセスは、1）知
らない→2）知っている→3）意識している→4）し
ている→5）できると示すことができる[5]。本稿で
取り上げた公開講座のとりわけ2017年の実践は、
普段の暮らしの中で接する報道等による情報を有し
ている住民が日常的に防災について関心を持ち続
け、自身ができる範囲で災害時には何らかの取組に
つなげてほしいという2）から3）へ（可能であれ
ば4）まで）移行していく支援であった。大学の教
室を会場とし、情報提供や受講者同士の対話を中心
とする形式の講座で4）や5）の段階までステップアッ
プしていくのはやや困難を要するが、講師が動機づ
けをしたり他者との対話により既存の知識を深く定
着させたりすることはこうした形式を採用すること
が効果的であると考える。
第2軸として、行動の対象（利他性）のグラデー
ションを置いてみる。これは災害時には自分を守る
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行動を第一に行い、その対象が家族や近隣住民とい
う他者に徐々に範囲が広がっていくことを示す。非
常時であれば、自分や家族の命を守る行動から復興
のフェーズに応じて近隣住民の安否確認をしたり、
避難所において何らかの役割を担ったり、各地から
やってくるボランティア受け入れのコーディネー
ションを行ったりというプロセスである。このこと
は平常時でも同じである。自宅で家具を固定したり
非常用持出袋を準備したりといったことや防災訓練
に参加したり近隣住民と共に避難所や危険箇所を確
認するための街歩きをしたりなどの取組が想定され
る。本講座では「自助」よりも「共助」や「互助」
の行動につながるようなプログラム設計としつつ
も、そうした活動は家財の運び出しや泥出しのよう
なものだけでなく、多様であり、その内容によって
は専門性を持たない一人の地域住民として参画する
ことができるということを意識的に伝えていくこと
とした[6]。

 

 

 

図6　�意識変容と行動の対象のグラデーションと2017
年の実践における受講者のポジショニング

第1軸と第2軸をまとめて示したのが図6である。
2度の実践を通して、受講者の意識と行動の変容に
はグラデーションがあることを確認できた。これは、
地域住民の意識や行動は一足飛びには変容せず、段
階を追うことを意味している。一般市民対象の防災
教育においては、受講者が実生活に引き付けて変容
のプロセスを体感できるプログラム設計が効果的で
ある。特に2017年の実践では、災害に関する関心
を有し、基礎的な情報を有している受講者に対して、
自分の命を守るための行動とその延長線上にある身
近で暮らす人の生活を支えるためにできることを伝
え、有事の際には実践できる人材の育成を目指して
きた。筆者ら研究チームが当初設定した人材育成の
目的はおおむね達成できた一方で、すそ野を広げる

という意味でも、受講者の参加・貢献意欲の高まり
を維持するためにもこうした取組を継続していかな
ければならない。

[1]		例えば、栃木県企業局Webサイト「栃木県の安全性」
http://tochigi-kigyoukyoku.com/safety.html（2018
年3月28日閲覧）や栃木県移住・定住促進サイト（栃
木県総合政策部地域振興課）ベリーマッチとちぎ「と
ちぎのこと」http://www.tochigi-iju.jp/category/
about（2018年3月28日閲覧）を参照のこと。

[2]		内閣府『平成26年度防災白書』2014年7月、13頁。
[3]		様々な時刻や場所、季節や天候に応じて、発災から
の時間経過の中で、自分の周辺で起こる災害状況を
具体的にイメージできるよう東京大学生産技術研究
所教授の目黒公郎によって考案されたもの（東京大
学生産技術研究所目黒・沼田研究室Webサイト「目
黒巻」http://risk-mg.iis.u-tokyo.ac.jp/meguromaki.
html（2018年3月28日閲覧）を参照）。

[4]		避難者の年齢や性別、国籍やそれぞれが抱える事情
が書かれたカードを、避難所の体育館や教室に見立
てた平面図にどれだけ適切に配置できるか、また避
難所で起こる様々な出来事にどう対応していくかを
模擬体験するゲーム。避難所運営を皆で考えるため
のひとつのアプローチとして静岡県が開発したもの
（静岡県Webサイト「HUGってなあに？」
	http://www.pref.shizuoka.jp/bousai/e-quakes/
manabu/hinanjyo-hug/about.html（2018年3月28日
閲覧）を参照）。

[5]		以下を参考にした。全国ボランティアコーディネー
ター研究集会2018信州実行委員会編『全国ボラン
ティアコーディネーター研究集会2018信州報告書』
認定特定非営利活動法人日本ボランティアコーディ
ネーター協会、2018年3月。

[6]		本講座では、「共助」の前の段階として防災システ
ム研究所の山村武彦が提唱する「近助」の概念を取
り上げた（山村武彦『「近助の精神」近くの人が近
くの人を助ける防災隣組』きんざい、2012年8月）。

付記1：本稿は、科学研究費補助金基盤研究（C）「内
発的復興を視野に入れた災害ボランティアコーディ
ネーションシステムの構築」（課題番号16K12369、研
究代表・長谷川万由美）の研究成果の一部を報告する
ものである。
付記2：本稿執筆にあたり、宇都宮大学地域連携教育
研究センター布施さつき事務補佐員より資料や写真の
提供等、多大なる協力をいただいた。略儀ながら本誌
面で感謝申し上げる次第である。
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